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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コンベヤ式システムにおいて被処理物を電解処理する方法であって、前記被処理物が、
前記システムを通して搬送方向に案内され、前記被処理物が、搬送方向で相前後して位置
する対向電極を通り過ぎて案内されるとき、前記対向電極から発する電流によって電解処
理され、前記被処理物が、搬送されて対向電極を通り過ぎる際に各対向電極に直接対向し
て位置している限り、前記各対向電極から発するそれぞれの電流が、前記被処理物の電解
処理されるべき導電性表面領域の面積に比例して、且つ被処理物における電流密度の設定
値に比例して設定され、コンベヤ式システム中に同時に配置された複数の被処理物が異な
る電流密度で処理され、前記被処理物が、案内されて、最大５０ｍｍの距離で前記対向電
極を通り過ぎる方法。
【請求項２】
　１つの単一対向電極から発する電流が、被処理物が前記単一対向電極のそれぞれ１つと
直接対向して位置している限り、前記被処理物の電解処理されるべき導電性表面領域の面
積を決定することによって、および前記決定した表面領域の面積の総計との前記電流の直
接的な相関関係から前記電流を導き出すことによって決定される、請求項１に記載の方法
。
【請求項３】
　被処理物の電解処理されるべき表面領域の面積が、前記被処理物が１つの単一対向電極
と直接対向して位置している限り、前記被処理物および前記対向電極の相対的なオーバー
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ラップを決定することによって決定される、請求項１または２に記載の方法。
【請求項４】
　被処理物および１つの単一対向電極の相対的なオーバーラップが、前記対向電極に対す
る、前記被処理物の実際の位置を決定することによって、および前記被処理物の形状と前
記対向電極の形状を考慮してオーバーラップを計算することによって決定される、請求項
３に記載の方法。
【請求項５】
　前記コンベヤ式システムにおける前記被処理物の実際の位置が、前記被処理物が案内さ
れて前記コンベヤ式システムの所定位置を通り過ぎる瞬間を決定することと、前記所定位
置から始めて、前記コンベヤ式システムにおいて前記被処理物を論理的に追跡することに
よって決定される、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記コンベヤ式システムにおける前記被処理物の実際の位置が、最大２０秒の時間間隔
で決定される、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記コンベヤ式システムにおける前記被処理物の実際の位置が、前記被処理物が搬送方
向に最大で６０ｍｍ進んだ後で決定される、請求項４～６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　前記被処理物が、経時的に前記被処理物の瞬間的なコンベヤスピードを積分することに
より進んだ距離を決定することか、またはインクリメンタル変位エンコーダもしくは絶対
変位エンコーダのパルスを加算することにより、前記コンベヤ式システム内で論理的に追
跡される、請求項５～７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項９】
　前記各対向電極から発する前記電流が、案内され前記対向電極のそれぞれの１つを通過
する前記被処理物の導電性と相関関係にある補正係数により、金属堆積の焼けを避けるた
めに、追加的に設定される、請求項１～９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記補正係数が、１未満または１を超えて設定され、電気めっき中に、金属堆積厚の増
加につれて、前記補正係数が、小さな値から始まって、連続的にもしくは漸進的に１へ増
加し、または大きい値から始まって１へ減少する、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記被処理物が案内されて前記対向電極を過ぎるときの被処理物と対向電極との距離が
、２～１５ｍｍの範囲である、請求項１～１０のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１２】
　異なるやり方で電解処理されるべき被処理物が、前記コンベヤ式システムを通して案内
されるときに、搬送方向に伸張し且つ少なくとも搬送方向の対向電極の長さであるギャッ
プによって、互いに分離される、請求項１～１１のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１３】
　異なるやり方で電解処理されるべき被処理物であって、コンベヤ式システム内に位置し
ている被処理物のコンベヤスピードが、前記被処理物が前記コンベヤ式システムを通して
案内されるときに変更され、その結果としてもたらされる、様々な被処理物に対する電解
処理効果の差が、前記被処理物が案内されて各対向電極を通り過ぎるときに、前記各対向
電極から発する電流を調節することにより補償される、請求項１～１２のいずれか一項に
記載の方法。
【請求項１４】
　被処理物を電解処理するためのコンベヤ式システムであって、
ａ．前記被処理物を、搬送面および搬送方向においてシステムを通して搬送する装置と、
ｂ．前記搬送方向において相前後して位置し、前記搬送面に沿って配置されている、少な
くとも２つの対向電極と、
ｃ．前記対向電極のそれぞれ１つに対する少なくとも１つの電流供給ユニットと、
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ｄ．全ての単一電流供給ユニットを個別に制御する手段と、
ｅ．上記被処理物の実際の位置を検知する手段と、
を有し、
　各対向電極から発する電流が、前記被処理物が搬送されて対向電極を通り過ぎる際に前
記対向電極に直接対向して位置している限り、前記被処理物の電解処理されるべき導電性
表面領域の面積に比例して、且つ被処理物における電流密度の設定値に比例して設定され
るように、またコンベヤ式システム中に同時に配置された複数の被処理物が異なる電流密
度で処理されるように、全ての単一電流供給ユニットを個別に制御するための前記手段が
構成され、また、前記対向電極と搬送面間の距離が最大で５０ｍｍであるコンベヤ式シス
テム。
【請求項１５】
　前記対向電極のそれぞれ１つから発する前記電流が、前記被処理物の電解処理されるべ
き導電性表面領域の面積、およびこれら被処理物と前記対向電極との相対的オーバーラッ
プに比例して設定されるように、全ての単一電流供給ユニットを個別に制御する前記手段
が構成される、請求項１４に記載のコンベヤ式システム。
【請求項１６】
　被処理物の位置を検知する前記手段が、被処理物が案内されて前記センサを通過する瞬
間を決定するための少なくとも１つのセンサと、前記センサの位置から始まって、前記被
処理物を論理的に追跡するための手段とを備えて成る、請求項１４または１５に記載のコ
ンベヤ式システム。
【請求項１７】
　前記被処理物を論理的に追跡するための前記手段が、経時的に前記被処理物の瞬間的コ
ンベヤスピードを積分するための手段か、またはインクリメンタル変位エンコーダもしく
は絶対変位エンコーダである、請求項１６に記載のコンベヤ式システム。
【請求項１８】
　前記対向電極と搬送面間の距離が２～１５ｍｍの範囲である、請求項１４～１７のいず
れか一項に記載のコンベヤ式システム。
【請求項１９】
　前記電流供給ユニットが電流制御されるものである、請求項１４～１８のいずれか一項
に記載のコンベヤ式システム。
【請求項２０】
　前記電流供給ユニットが、０Ａから始まり通常の電流まで、連続的または漸進的に調節
される、請求項１９に記載のコンベヤ式システム。
【請求項２１】
　前記対向電極が互いに電気的に絶縁されている、請求項１４～２０のいずれか一項に記
載のコンベヤ式システム。
【請求項２２】
　少なくとも幾つかの対向電極が、搬送方向をほぼ横断して対向電極セグメントにセグメ
ント化され、全ての対向電極セグメントから発する電流が、個別に設定される、請求項１
４～２１のいずれか一項に記載のコンベヤ式システム。
【請求項２３】
　前記対向電極セグメントが、互いに電気的に絶縁されている、請求項２２に記載のコン
ベヤ式システム。
【請求項２４】
　イオン透過性絶縁体が、前記搬送面と前記対向電極間に設けられている、請求項１４～
２３のいずれか一項に記載のコンベヤ式システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被処理物を電解処理するための方法およびコンベヤ式システムに関し、特に
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、電気プリント回路基板および他の電気回路担体を処理するための方法およびコンベヤ式
システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　たとえば、プリント回路基板技術において利用されるコンベヤ式システムには、電解液
で満たされ、陽極および陰極が配置されているめっき槽がほぼ含まれる。搬送装置が、処
理すべき被処理物を、設備を通して搬送し、被処理物は、回路基板形状の場合には、垂直
または水平方向に保持される。搬送装置は、搬送ロールまたは搬送クランプを用いた装置
であってもよい。電解エッチング用には、被処理物を陽極にし、対向電極を陰極にする。
電解金属めっき用には、被処理物を陰極にし、対向電極を陽極にする。被処理物の電解的
な接触は、接触ホイールまたは接触クランプを通して行ってもよい。特許文献１は、たと
えば、電気めっき用の装置を開示しているが、この装置では、水平になって水平搬送方向
に、コンベヤ式システムを通して搬送される電気回路基板の電気的接触のために、接触ホ
イールが設けられている。さらに、特許文献２は、電気プリント回路基板の電解処理用の
設備を開示しているが、この設備では、基板は、設備を通して基板をまた搬送する接触ク
ランプによって、電気的に接触される。この場合には、被処理物は、基板形状であっても
なくてもよい。被処理物は、また、接触ロールによって、電気的に接触してもよい。基板
形状の被処理物の場合には、接触ロールは、搬送方向を横断する被処理物の全幅にわたっ
て延在する。電気的接触のために、たとえば電気プリント回路基板など基板形状の被処理
物の縁を進む、セグメント化または非セグメント化接触ホイールを使用するのもまた、周
知のことである。
【０００３】
　操作スタッフの操作を簡単にし、また構成上の理由から、コンベヤ式システムには、通
常、いくつかの別個の対向電極が含まれる。エッチング中、対向電極は、金属堆積物を除
去するために、取り外さなければならないことがしばしばある。電解金属めっき法におい
て可溶性陽極を使用するときには、メンテナンス、特に、クリーニングと金属の補充のた
めに、陽極をしばしば取り外さなければならない。搬送方向に見ると、非可溶性陽極は、
また、別個の部分から構成されていることがよくある。
【０００４】
　経済的な理由のため、被処理物の片側に対向して位置する対向電極は、実際には、１つ
の単一整流器によって電流を供給される。被処理物の反対側に位置する対向電極は、別の
整流器によって電流を供給される。プリント回路基板技術においては、様々なサイズの基
板およびフィルムは、このようなコンベヤ式システムで電解処理される。これらは、少し
離れるかまたはコラムで密に搬送される。被処理物の端部で電流密度が高くなりすぎる（
エッジ効果：プリント回路基板の端部で、電束密度が増加すること）のを防ぐために、技
術的に非常に複雑で、調節可能な電気絶縁シールドを使用することが知られている。
【０００５】
　この目的のために、たとえば、特許文献３が、電気プリント回路基板を電解処理するた
めの装置を開示している。この装置では、電気プリント回路基板の搬送面と対向電極間に
、遮蔽シールドが設けられている。各シールドは、少なくとも２つのほぼ平行な平坦部を
形成するように構成され、１つのシールド部は、搬送面と対向して配置され、他のシール
ド部は、対向電極と対向して配置されている。これらのシールドは、搬送方向をほぼ横断
し、スライドして移動させる。しかしながら、このようなシールドの使用に伴うコストは
高い。
【０００６】
　このようなシールドの別の欠点として、つぎのことがある。これらのシールドにより、
電解金属めっきの間、電気プリント回路基板の側面境界領域でも、均一な被膜厚の分布を
達成できるが、搬送方向を横断して延在するプリント回路基板の先端部および後端部は、
シールドにより保護することはできない。なぜなら、これらの部分は、連続的に設備を通
して案内され、それにより電解処理されるからである。



(5) JP 4268874 B2 2009.5.27

10

20

30

40

50

【０００７】
　製造作業の開始時、電気めっき設備には、プリント回路基板がない。エッジ効果のため
に、設備に入る最初のプリント回路基板の先端部は、高すぎる電流密度で処理される。そ
の結果、この最初のプリント回路基板の他の領域、そしておそらく後に続く第２のプリン
ト回路基板の領域も同様に、低すぎる電流密度で処理される。このことは、特許文献３に
記載のスライド可能なシールドを用いてもまた回避できない、基板表面における被膜厚分
布の欠陥へとつながる。
【０００８】
　設備を通して案内されるプリント回路基板の先端部および後端部のエッジ効果を避ける
ために、プリント回路基板を電解金属めっきする設備は、実際には最初に、ダミーで満た
さなければならない（ダミー：製造用材料の代わりに使用される、製造には不適当なプリ
ント回路基板）。そのときのみ、電流供給用整流器を運転に投入することができ、製造基
板が後に続くことができる。この方法により、製造基板の先端部における焼け（ｂｕｒｎ
）および被膜厚欠陥を避けられる。電解金属めっきの間に、焼けは多孔性になり、粉末状
の金属堆積物になる。これらは、使用する電解液にとって高すぎる電流密度が原因となる
。この粉末の形成は、ダミーの場合にもまた望ましいものではない。なぜなら、ダミーの
金属めっきの間に、金属粉が形成され、この金属粉は、ダミーが設備を通して案内される
とによる、ダミーを越える乱流のために、ダミーの表面から遊離し、作業領域の電解液に
運ばれるからである。後で、これらの粒子はまた、製造基板の表面に運ばれる。そこで金
属粉は一緒に堆積し、これにより不利な表面の粗さが生じる。この粗さは、複雑な電解液
フィルタを用いて減少させてもよいが、完全に避けることはできない。したがって、廃物
の製造を避けるために、焼けは、微細線プリント回路技術におけるプリント回路基板の電
解金属めっきの間に、発生を完全に防がなくてはならない。製造作業の最後に、プリント
回路基板のコラムにギャップがある場合、あるいはプリント回路領域および／または電流
密度が変わるような変化が製造物にあるときには、ダミーを、また、製造作業の開始時に
関して説明したのと同じ方法で、取り扱わなければならない。なぜなら、この場合もまた
、ダミーを使用しなければ、搬送方向を横断して延在するプリント回路基板の境界領域は
、増加した電流密度で処理され、基板の隣接する領域は、減少した電流密度で処理される
であろうからである。設備をダミーで満たすことは、特に処理すべき製造物がしばしば変
わる場合には、非常に不経済であり、その少なからぬ理由は、十分な数のダミーを、設備
で利用できるようにしなければならないことである。コスト上の理由から、ダミーは幾度
か使用するので、金属めっき設備で使用する場合には、その上に厚さの増加した金属層が
形成される。したがって、その被膜厚は、通常、処理すべきプリント回路基板上の最初の
被膜厚よりもずっと厚く、その結果、金属層の導電率は、製造基板上の電解処理されるべ
き層の導電率よりも、１０～１０００倍も高い。その結果として、ダミーは過度に電解処
理され、製造基板の不利益となる。たいていは、ダミーが、大きな被膜厚の結果として重
くなりすぎたか、またはたとえば金属の小塊のために端が鋭くなりすぎて、設備を損傷す
る危険があるときには、ダミーは廃棄されるだけである。上記の理由で、コンベヤ式シス
テムの操作者が、不利なエッジ効果を避けるために、ダミーを取り扱わなければならない
のは不経済であり、その結果として、望ましくはない。
【０００９】
　連続的な製造中、同一のプリント回路基板のコラムにおいて、１つのプリント回路基板
からつぎのプリント回路基板までの距離は、小さくなければならない。理想的な場合には
、距離はゼロとすべきである。実際には、中間の電流密度（たとえば６Ａ／ｄｍ２）で、
まさにそのプリント回路基板の有効領域がその境界領域から単に２０ｍｍの距離で始まる
ときには、１５ｍｍまでの距離は許容できる。より高い電流密度（たとえば１２Ａ／ｄｍ
２）とより狭い非有効境界領域への今日の要求のために、エッジ効果から生じる問題が大
きくなっている。したがって、１つのプリント回路基板とつぎの基板との間隔は、より小
さく、より正確に合わせなければならない。
【００１０】
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　特許文献４には、コンベヤ式電気めっき設備において作業を制御する方法が開示されて
いる。この設備では、前後になって、設備を通して搬送される電気プリント回路基板間の
間隔は、直接またはプリント回路基板の位置によって探知され、また、この探知により、
プリント回路基板の全ての領域で、電束密度がほぼ同じになるような方法で、陽極の電流
を流したり止めたりする。センサにより、連続的なプリント回路基板間の距離を探知する
。一連の基板間の間隔が大きすぎる場合には、設備を通してプリント回路基板が搬送され
る間、一連の基板のギャップの下または上にそのとき位置する下部および上部陽極がいつ
も止められる。この結果として、電束の集中ならびにそれによる、プリント回路基板先端
部および後端部における堆積の増加は、避けることができる。実際、これもまた事実であ
る。しかし容易に理解できることだが、陽極の組が次々に切られるので、切られた陽極を
通って案内されるプリント回路基板の端部が、電解金属めっきされないだけでなく、プリ
ント回路基板の全領域もまた、搬送方向に見て、切られた陽極にほぼ一致する長さにわた
ってめっきされない。したがって、先端部後方および後端部前方に位置する、プリント回
路基板の領域は、電解金属めっきされないか、または前部または後部で、高すぎる電流密
度が発生する。さらに、陽極がこのように切られると、切られた陽極の電流が、切られて
いない陽極へと逸れて行き、それに応じて、望ましくない高電流密度で、金属めっきが実
行される。それでも、この方法により、焼けとそれによる、堆積した金属の粗さを避ける
ことが可能である。この方法は、この目的のためにも利用されている。しかしながら、こ
の技術では、プリント回路基板コラムにおけるギャップの前および後に位置する、少なく
とも２つのプリント回路基板の廃棄を防ぐことはできない。微細線プリント回路技術およ
びＳＢＵ（シーケンシャル・ビルドアップ）技術の結果として、プリント回路基板はます
ます高価なものとなり、この廃棄も許容できない。
【００１１】
　ＳＢＵ技術においては、電解金属めっきされる、たとえば、０．５μｍ厚の無電解銅の
全面的な層を使用する。５～１７．５μｍ厚の、電流プリント回路基板技術の電解銅層に
比較して、この薄い層には、高いオーム抵抗がある。本明細書において上記で説明したよ
うに、廃物を作らずに製造基板の電解金属めっきを可能にするためには、少なくとも設備
の一部をダミーで満たし、その後、プリント回路基板を設備に入れるようにしなければな
らない。無電解銅で作製するＳＢＵ層に比較して、ダミーの導電性は、約１０００倍も高
い。ＳＢＵ基板をダミーの後に設備に入れる場合、またはダミーの前に設備から出す場合
には、陽極の電解電流は、様々な隣接する基板表面には、比例して配分されない。電流は
、ほぼ、高い導電性のダミー基板に流れる。実質的には、ＳＢＵ基板は電解金属めっきさ
れない。化学エッチング電解液において、可溶性電極を使用する場合、特に、電解液に、
酸化還元対の化合物、たとえば、Ｆｅ２＋／Ｆｅ３＋化合物などを含むときには、コンタ
クトから遠く離れて位置するＳＢＵ基板の領域がエッチングされる、すなわち、完全に破
壊される危険がある。この条件では、よくても、ダミーの後方または前方の２番目か３番
目のＳＢＵ基板が使用できる。これらの高価なＳＢＵ基板を廃棄しなければならないこと
もまた、許容できない。
【００１２】
　電解液に最初に浸す被処理物に対する電解金属めっき電流を、理想的な方法で調節する
ために、特許文献５の要約では、電気めっき装置が提案されている。この装置には、処理
すべき被処理物用の、めっき液を含む細長いめっき槽と、直列に配列され、別個に電流を
供給される陽極板とが設けられている。被処理物を、一端でめっき液に沈め、整流器の供
給電流は、被処理物がめっき液に沈むスピードとともに、徐々に増加させる。このように
して、焼けは避けられる。
【００１３】
　電気プリント回路基板上の微細回路トレースを電解処理する間の点効果は、電束密度変
化を引き起こし、このため多様な幅の回路トレースに、局所的に異なる処理上の影響が生
じる。この点効果を避けるために、特許文献６では、電気的絶縁距離部材を使用すること
により、プリント回路基板と陽極との距離を一定に保つことが提案されている。この場合
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、当該距離は、狭い回路トレースの通常の幅の最大約３０倍である。
【００１４】
【特許文献１】独国特許発明第３６３２５４５Ａ１号明細書
【特許文献２】独国特許発明第３６４５３１９Ｃ２号明細書
【特許文献３】国際公開第９８４９３７５Ａ２号パンフレット
【特許文献４】独国特許発明第３９３９６８１Ａ１号明細書
【特許文献５】特開昭６１－１３３４００号公報
【特許文献６】独国特許発明第４４１７５５１Ｃ２号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　したがって、本発明の目的は、上記の欠点を避けることが可能な方法とコンベヤ式シス
テムを提供することである。
【００１６】
　本発明の目的は、特に、一連の被処理物、より詳細には、コンベヤ式システム内の電気
プリント回路基板および他の電気回路担体であって、その連続的順序において任意の距離
で離間されたものを、電解金属めっき処理中に、上記のエッジ効果の発生がなく、焼けの
生成がないように、電解処理することを可能とすることである。
【００１７】
　本発明の目的は、さらに、ダミーおよび遮蔽シールドを使用していない場合でも、これ
らの問題が起こらないようにすることであり、とりわけ、被処理物がシステムを出入りす
る間および製造物の変更中、特に電流密度に対する電気めっき命令データが処理中に変更
されているときに起こらないようにすることである。
【００１８】
　本発明の別の目的は、被処理物に印加される、高すぎるかまたは低すぎる局所的な電流
密度が、上記の製造条件のもとで、発生しないようにすることである。
【００１９】
　この目的の解決は、請求項１に記載する方法および請求項１６によるコンベヤ式システ
ムにより、達成することができる。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　コンベヤ式システムとは、製造物が、電気めっきされている間に、水平搬送方向に搬送
される装置を意味している。水平コンベヤ式システムとは、被処理物が搬送中に水平方向
を向いている装置を意味し、垂直コンベヤ式システムとは、被処理物が垂直方向を向いて
いる装置を意味する。
【００２１】
　電気プリント回路基板とは、いくつかの誘電層および金属層から構成できて、ホール（
スルーホール、埋込ホール、ブラインドホール）を備えることが可能な基板形状の薄層か
らなる電気回路担体を意味している。この用語にはまた、基板形状をしてはいないが、こ
れらの回路担体に固定され、電気的に接触されている電気部品の電気的接続のために働く
ような構成を含むことができる。これにより、回路トレース構造を設けた三次元構成もま
た意味することができる。さらに、電気プリント回路基板とは、たとえば、ハイブリッド
システムを始めとするチップキャリアなどの他の電気回路担体も同様に意味する。原則と
して、被処理物という用語は、電気プリント回路基板としてのみ解釈すべきではなく、他
の目的にも同様に役立つ任意の製造物として解釈すべきである。
【００２２】
　以下の本明細書および特許請求の範囲で、被処理物が対向電極に対向して配置されてい
ると示されている限りにおいて、対向電極および被処理物が所定の距離だけ離れて配置さ
れ、また、対向電極および被処理物の両方とも基板形状であるとき、好ましくは、両者が
平行面にあることを意味している。他の場合において、対向電極および被処理物が複雑な
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三次元形状を持つように構成されているときは、それにより、対向電極および被処理物が
、所定の距離だけ離れて配置され、対向電極および被処理物のいくつかの表面が互いに向
き合い、中間の距離だけ離れていることを意味している。
【００２３】
　以下の本明細書および特許請求の範囲で、各対向電極から発する電流が、被処理物の電
解処理されるべき表面領域の面積と相関関係にある値に設定されると示されている限りに
おいて、これらの被処理物が、（瞬間的に）各対向電極に直接対向して位置している限り
、各電流値は、各対向電極のそれぞれの１つに（瞬間的に）対向して存在する被処理物の
電解処理されるべき表面領域の面積の関数としてほぼ表すことができる、ということを意
味している。このことは、各電流値が、さらに他の影響要因に依存できることを、除外す
るものではない。電解処理されるべき表面領域は、被処理物表面の導電性領域によって、
形成される。非導電性領域は、電解処理されるべき表面領域を構成しない。したがって、
被処理物の電解処理されるべき表面領域の面積は、被処理物の全表面領域の面積に一致す
ることも、その一部のみに一致することも可能である。
【００２４】
　以下の本明細書および特許請求の範囲で、被処理物と対向電極間の相対的なオーバーラ
ップが決定されると示されている限りにおいて、被処理物と対向電極がほぼ平行である限
り、このことは、被処理物の表面に対する、対向電極の垂直な突出部を意味している。
【００２５】
　本発明の方法および本発明のコンベヤ式システムは、被処理物、特に、電気プリント回
路基板および他の電気回路担体の電解処理に関する。
【００２６】
　この方法においては、被処理物は、一搬送方向に、順々にシステムを通して搬送される
。被処理物は、案内されて対向電極を通るときに、搬送方向に対して前後に位置する対向
電極から発する電流によって、電解処理される。被処理物が、各対向電極に直接対向して
位置している限り、各対向電極から発する電流は、本発明により、被処理物の処理すべき
表面領域の面積と相関関係にある値に設定される。さらに、被処理物が案内されて、確実
に、最大５０ｍｍ、好ましくは、２～１５ｍｍの距離で対向電極を通過するようにする。
【００２７】
　本発明によるコンベヤ式システムには、
ａ．被処理物を、一搬送面で一搬送方向にシステムを通して搬送する装置と、
ｂ．搬送方向に対して前後になるように位置し、搬送面に沿って配置されている、少なく
とも２つの対向電極であって、搬送面から最大で５０ｍｍ、好ましくは、２～１５ｍｍの
距離で離間されている対向電極と、
ｃ．対向電極のそれぞれの１つに対する少なくとも１つの電流供給ユニットと、
ｄ．全ての単一電流供給ユニットを個別に制御する手段であって、被処理物が様々な対向
電極に、（瞬間的に）直接対向して配置されている限り、様々な対向電極から発する電流
が、被処理物の電解処理されるべき表面領域の面積と相関関係にある値にそれぞれ設定可
能な手段と、
が含まれる。
【００２８】
　さらに、このコンベヤ式システムには、被処理物に電気的に接触する装置ならびに処理
液を被処理物および対向電極と接触させる手段を含むのが好ましい。
【００２９】
　独国特許発明第３９３９６８１Ｃ１号明細書に記載されている方法と照らし合わせてみ
ると、様々な対向電極の電流は、被処理物間のギャップを通るとき完全に切られ、ギャッ
プを通過するとまた流される、というわけではない。本明細書では、一定の瞬間に対向電
極のそれぞれの１つを過ぎて行く被処理物の電解処理されるべき表面領域の面積を、電流
の制御のために考慮し、全ての単一対向電極の電流が、個別に制御および設定される。そ
の結果、電流は、被処理物が過ぎ行くのにつれ、必要に応じて正確に調節され、搬送方向
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を横断して延在する被処理物の境界における不利なエッジ効果が避けられる。したがって
、たとえば、被処理物が、設備に入るか出るときあるいは被処理物間のギャップにおいて
、また、たとえば、被処理物を、様々な製造条件のもとで次々に処理すべきとき、もはや
ダミーを使用する必要がない。したがって、これらのギャップにダミーを配置しなくても
エッジ効果を生じさせず、前後になりシステムを通して案内される被処理物間に、任意の
サイズのギャップを設けることができる。電流は、Ｉ＝Ｊ×Ａ（Ｉ：電流、Ｊ：電流密度
、Ａ：領域の面積）から、制御システムで計算する。
【００３０】
　様々な対向電極の電流Ｉは、また個別に設定され、案内されて対向電極を過ぎて行く被
処理物の表面領域の面積Ａにのみ応じるという点で、ＤＥ３９３９６８１Ｃ２に記載の方
法を実施するときに生じる欠点、すなわち、１つの対向電極の電流を減少すると、他の対
向電極で電流が自動的に増加し、あるいは逆も成り立つという欠点を克服することができ
る。本発明に従い、様々な対向電極で、電流を個別に設定できるように、全ての対向電極
の電流は、互いに独立して設定し、制御する。この目的のために、各対向電極用の少なく
とも１つの電流供給ユニットならびに全ての単一電流供給ユニットを個別に計算、制御お
よび設定する手段を提供する。
【００３１】
　本発明の好適な一実施形態において、１つの単一対向電極から発する電流を設定するが
、この場合、被処理物が、対向電極のそれぞれの１つに直接対向して位置している限りで
、被処理物の処理すべき表面領域の面積を決定し、電流が、電流と電解処理するように決
定された表面領域の面積の合計との直接的な相関関係から導かれる、というような方法で
行われる。この目的のために、全ての単一電流供給ユニットを個別に制御および設定する
手段を提供する。この手段の構成は、対向電極のそれぞれの１つから発する電流が、被処
理物の電解処理されるべき表面領域およびこれらの被処理物と当該対向電極との相対的オ
ーバーラップの関数として設定されるような方法で行う。
【００３２】
　被処理物が様々な対向電極に対向して位置する限り、様々な対向電極から発する電流と
、被処理物の表面領域の面積の合計との前述の直接的な相関関係とは、特に、電流が、被
処理物の電解処理されるべき表面領域の面積に比例していることであり、これは、被処理
物が、対向電極のそれぞれの１つと直接対向している限りいえることである。
【００３３】
　被処理物の電解処理されるべき表面領域の面積は、被処理物が１つの単一対向電極に直
接対向して位置している限り、被処理物の電解処理されるべき全表面領域および対向電極
と被処理物の相対的なオーバーラップから決定してもよい。
【００３４】
　被処理物と１つの単一対向電極間の相対的なオーバーラップは、特に、その対向電極に
対する被処理物の実際の位置を決定すること、およびそこから、被処理物の形状と対向電
極の形状を考慮しながら計算することにより、決めてもよい。コンベヤ式システムにおけ
る被処理物の実際の位置を確認するために、最初に、被処理物が案内されて、コンベヤ式
システムの所定の位置を過ぎる瞬間を決定してもよい。つぎにこの位置から始まり、被処
理物をコンベヤ式システム内で論理的に追跡する。コンベヤ式システムにおいて、被処理
物の瞬間的なコンベヤスピードを経時的に積分することにより、進んだ距離を決定するか
、またはインクリメンタル変位エンコーダもしくは絶対変位エンコーダのパルスを加算す
ることにより、被処理物を論理的に追跡する。変位エンコーダの１パルスは、たとえば、
搬送方向に被処理物が進む１ｍｍの距離に一致する。
【００３５】
　コンベヤ式システムにおける被処理物の位置を確認するために、システム内の被処理物
の位置を探知する手段が提供される。位置を探知する手段には、少なくとも１つのセンサ
であって、被処理物が案内されてこのセンサを通過する瞬間を決定するセンサと、センサ
の位置から始まり、当該被処理物を論理的に追跡する手段とを、含むことができる。被処
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理物を論理的に追跡する手段は、被処理物の瞬間的なコンベヤスピードを経時的に積分す
るための手段かまたはインクリメンタル変位エンコーダもしくは絶対変位エンコーダのパ
ルスを計算し、加算する手段であることが好ましい。
【００３６】
　コンベヤ式システムにおける被処理物の実際の位置は、好ましくは、最大で２０秒の時
間間隔か、または被処理物が搬送方向に最大で６０ｍｍ進んだ後で決定してもよい。特に
、搬送スピードが、たとえば、０．３ｍ／分と、遅いときには、時間間隔を長くしてもよ
い。
【００３７】
　被処理物は、ＳＢＵ法により処理されたプリント回路基板などのように、非常に薄い電
気金属被膜を備えた非導電性材料で製造されているので、各対向電極から発する電流を制
御し、設定するときに、たとえば、被処理物の導電率は、ことによると様々であるかもし
れないという事実を考慮するために、各対向電極から発する電流は、対向電極のそれぞれ
の１つを通過して案内される被処理物の導電性と相関関係にある補正係数により、金属堆
積の焼けを避けるような方法で追加的に調節される。というのも、この条件を考慮しない
と、たとえば薄い金属被膜層は、高すぎる電流により、損傷されるであろうから、導電性
の低い被処理物は、満足に処理されない可能性があるからである。
【００３８】
　電流は、それぞれ、１未満の補正係数を乗じることにより処理されるので、電解処理の
ための穏やかな条件が実現され得る。この補正係数は、小さな値から始まり、金属めっき
の間に、金属堆積の厚さが増加するにつれて、連続的または漸進的に１へ引き上げる。そ
の結果、被処理物に電解により堆積した金属の厚さは、被処理物が案内されて過ぎる１つ
の対向電極からつぎの対向電極へと、搬送方向に増加する。一定の条件下では、１を超え
る補正係数を選択してもよい。このような場合があるのは、たとえば、電解処理が、電流
密度の設定値よりも低い電流密度で実施された後、この減少した電解処理の影響を補うた
めの取り組みにおいて、ある被処理物の電流を、電流密度の設定値より上へ引き上げると
きである。
【００３９】
　被処理物が案内されて対向電極を過ぎるときの距離は、被処理物の電流密度との相関関
係として選択するのが好ましい。たとえば、高い電流密度が設定されている場合には、低
い電流密度を選択しているときよりも、距離を小さく選択すべきである。被処理物が搬送
される搬送面と対向電極間の距離を比較的小さく調節することにより、エッジ効果は減少
する。なぜなら、被処理物の導電性表面領域間の間隔に対して、距離が減少するからであ
る。特に、高い電流密度でエッジ効果を経験するので、これらの条件下では、間隔を減少
することが特に必要である。
【００４０】
　対向電極と被処理物が搬送される搬送面間の距離が比較的小さく、また極度に小さい値
に調節可能なので、対向電極と被処理物間の短絡を防ぐために、搬送面と対向電極間に電
束が通る電気絶縁体を設けることは有利である。
【００４１】
　本発明による方法およびコンベヤ式システムのおかげで、被処理物は、ダミーを使用せ
ずに処理が可能である。このような処理は、また、異なる方法で処理する必要のある被処
理物を、まさに次々と処理すべきときにも可能である。このような場合、搬送経路に大き
なギャップなしに、一直線の連続にして、被処理物を処理することができる。このような
場合、対向電極から発する電流は、１種類の被処理物が他の種類の被処理物と入れ替わる
とき、しばしば変化させなければならないので、被処理物は、コンベヤ式システムを通し
て案内されるとき、搬送方向に伸張するギャップによって、分離しなければならず、この
ギャップは、搬送方向に伸張する、少なくとも搬送方向の対向電極の長さになる。このよ
うな場合に従来の方法を用いると、エッジ効果を避けるために、ダミーをギャップに配置
しなければならないであろう。本発明により、被処理物が対向電極のそれぞれの１つと直
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接対向して位置している限り、対向電極から発する電流は、被処理物の電解処理されるべ
き領域との相関関係で設定されるので、前述の問題が起こらないようにするためのダミー
を使用する必要はない。
【００４２】
　異なる電解処理を必要とする被処理物をコンベヤ式システムで処理する場合には、被処
理物をコンベヤ式システムを通して案内するとき、被処理物のコンベヤスピードを変える
必要があり得る。被処理物のコンベヤスピードは、変更したスピードで処理する必要のあ
る被処理物が、処理時間全体のある部分の間、すでにシステムで処理されたときおよびシ
ステム内でこれらの被処理物の後に続き、別に設定したコンベヤスピードで処理する必要
がある被処理物が、すでにシステムに位置しているときに、変更するのが好ましい。この
場合、問題の被処理物の処理条件を基準条件に調節するために、対向電極から発する電流
を補正しなければならない。
【００４３】
　対向電極から発する電流を個別に調節できるようにするために、電解槽整流器またはユ
ニポーラもしくはバイポーラ・パルスジェネレータなどの電流を制御する電流供給ユニッ
トを、電流供給のために使用するのが好ましい。
【００４４】
　対向電極は、搬送方向に前後に配置するのが好ましい。対向電極は、対向電極間に電流
が流れるのを防ぐために、特に、電気的に互いを絶縁する。なぜなら、電流制御のために
、対向電極の電位が異なる可能性があるからである。
【００４５】
　被処理物に供給される電流により、被処理物の金属被膜で電位降下が生じるので、被処
理物の電気的接触位置から遠く離れて位置する被膜領域は、もはや十分な処理電位で処理
されず、その結果、これらの領域の処理が不可能になる可能性がある。搬送方向をほぼ横
断する対向電極の少なくともいくつかをセグメント化することにおいて、セグメントの電
流を適切に制御することにより、この電位降下を補償してもよい。したがって、本発明の
好適な一実施形態において、少なくともいくつかの対向電極は、搬送方向をほぼ横断する
対向電極セグメントにセグメント化されている。これらの各対向電極セグメントの電流は
、個別に設定できるようにしてもよい。このセグメント化ならびにセグメントから発する
電流の個別制御および設定により、設備において、被処理物の搬送方向の横方向に、電流
密度をさらに等しくすることが可能である。これは、非常に薄い金属被膜を備えた被処理
物を処理するときに特に有利である。なぜなら、この被膜の導電性が低すぎて、対向電極
のセグメント化なしには、被膜に均一な電流を確実に供給することができないからである
。この場合も同様に、対向電極セグメント間に電流が流れるのを防ぐために、対向電極セ
グメントを互いに電気的に絶縁することが有利である。
【００４６】
　説明の簡略化のために、以下においては、直流による電解金属めっき、好ましくは、プ
リント回路基板をその端から端まで案内するコンベヤ式システムにおける、プリント回路
基板技術の例を用いて本発明をあくまでも説明するに過ぎない。しかしながら、原則とし
て、本発明はまた、電解エッチングおよび他の電解処理方法にも関する。
【００４７】
　以下の図面は、本発明を説明する役割を果たす。図面に示す参照符号は、同一の意味を
有する。これに関し、読者はまた、添付した符号のリストを参照されたい。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４８】
　図１のコンベヤ式システムには、めっき槽１が設けられている。このめっき槽１は、電
解液２で満たされている。電解液２はポンプ（図示せず）によって循環され、基板形状の
被処理物３へと送られる。このようなコンベヤ式システムは、プリント回路基板技術で使
用するのが好ましい。以下の例において、被処理物３はプリント回路基板またはプリント
回路フィルムである。しかしながら、本発明は、プリント回路基板技術に限定されるもの
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ではない。
【００４９】
　電解液２のレベル４は、プリント回路基板３の上側を電解処理するのに使用するための
上部陽極５．ｘ（５．１、５．２、５．３、５．４）を超えて延在する。下部陽極６．ｘ
（６．１、６．２、６．３、６．４）は、プリント回路基板３の下側を同時に電解処理す
るように働く。上部陽極５．ｘおよび下部陽極６．ｘは、可溶性陽極でも非可溶性陽極で
もよい。プリント回路基板３は、搬送ロール７または搬送ホイールによって、スロット形
状の開口を通して、めっき槽１に搬入する。搬送ロール７は、ロール駆動モータ８のシャ
フトおよびギヤによって駆動する。位置センサ９は、プリント回路基板の前進しているコ
ラムを走査し、各プリント回路基板３の長さを探知して、その結果、２つのプリント回路
基板３間のギャップ１０の長さも同様に探知する。プリント回路基板３の電解金属めっき
システムでは、搬送スピードは、通常、０．１５～３ｍ／分に達する。めっき槽１の内部
では、プリント回路基板３は、システムに入るときに、無限回転クランプによってつかま
れ、電気的に接触され、システムを通して搬送される。クランプ駆動モータ１２は、ベル
ト２３、コグベルトまたはチェーン上に列で配置されたクランプの搬送を担う。各クラン
プ用の１つのスライド式コンタクト１３は、クランプ１１に電気的に接触する役割を果た
す。これらのスライド式コンタクト１３は、共通のスライド式レール１４の上をスライド
する。このレールは、上部電解槽整流器１５．ｘ（１５．１、１５．２、１５．３、１５
．４）の電極および下部電解槽整流器１６．ｘ（１６．１、１６．２、１６．３、１６．
４）の対応する電極に電気的に接続されている。電解槽整流器１５．ｘおよび１６．ｘの
他の電極は、１つの関連する陽極５．ｘおよび６．ｘにのみ電気的に接続されている。し
たがって、電解槽整流器１５．ｘおよび１６．ｘは、上部陽極５．ｘまたは下部陽極６．
ｘに給電できる。この整流器はまた、上部陽極５．ｘまたは下部陽極６．ｘのグループに
給電してもよく、あるいは搬送方向（矢印で示す）に対して、陽極５．ｘおよび６．ｘの
長さを小さくするように選択するときには、陽極セグメントに給電してもよい。
【００５０】
　適用がますます増えている微細線技術においては、被膜厚に関して、最高の正確さが要
求される。このことは、コンベヤ式システムにおいて、複数の個別電解槽２１を形成する
ことによって達成することができる。これらの電解槽は、それぞれただ１つの単一陽極５
．ｘおよび６．ｘ、ならびに上または下に位置し、陰極であるプリント回路基板３からな
る。個別に電流を供給される陽極５．ｘおよび６．ｘの長さを、プリント回路基板３の搬
送方向に見て、たとえば、処理すべき最も短いプリント回路基板３の長さに調節すること
は、特に有利である。このようにして、電解処理における製造、柔軟性および正確さの可
能性に関する最適条件が、コンベヤ式システムに同時に存在する間に異なる方法で処理す
べきプリント回路基板３に対して、実現される。プリント回路基板３の搬送方向に測ると
、このような寸法の陽極５．ｘおよび６．ｘは、実際には、たとえば、４００ｍｍの長さ
とすることができる。陽極は、電解槽整流器１５．ｘおよび１６．ｘにより、個別に電流
を供給される。電解槽整流器という用語は、直流電源、ユニポーラ・インパルス電流源ま
たはバイポーラ・インパルス電流源として解釈すべきである。
【００５１】
　陽極５．ｘおよび６．ｘとプリント回路基板３間の間隔が小さいときには、平らに配置
したイオン透過性絶縁体１７を、短絡を防ぐために、陽極５．ｘおよび６．ｘとプリント
回路基板３間に取付けてもよい。この絶縁体で、特に陽極と陰極の間隔が狭いとき、電流
の短絡を防ぐ。より詳細には、薄いプリント回路基板（プリント回路フィルム）３の電解
金属めっき中に、この絶縁体がないと、電解液流のためにフィルム３が逸れて、その結果
、陽極５．ｘおよび６．ｘに接触する。絶縁体は、たとえば穿孔か隙間のあるブラスチッ
ク基板、ブラスチックメッシュまたは布の形態とすることができる。
【００５２】
　個別の電流供給のせいで、陽極５．ｘおよび６．ｘの電位が異なってもよい。したがっ
て、陽極５．ｘおよび６．ｘもまた互いに絶縁して、隣接する陽極５．ｘおよび６．ｘが
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相互に電気めっきをし、互いをエッチングするのを防ぐようにするのが望ましい。陽極５
．ｘおよび６．ｘの間に配置された絶縁体細片１８が、この目的のために役立つ。
【００５３】
　電解水平コンベヤ式システムは、制御として示す主制御ユニット１９によって、制御す
る。システムの構成データ（搬送スピード、センサ９の位置ならびに陽極５．ｘおよび６
．ｘの寸法および位置）、処理すべきプリント回路基板３のデータの設定値（寸法、電解
処理されるべき表面および電流密度）ならびに設備におけるプリント回路基板３の実際の
位置データにより、制御ユニット１９は、各電流源１５．ｘおよび１６．ｘ用に、実際の
個別基準電流を計算する。各計算の後、この基準電流は、セットとして示す制御線２０を
介して、電気信号の形態で、対応する電解槽整流器１５．ｘおよび１６．ｘへ送られる。
電解槽整流器１５．ｘおよび１６．ｘにおいて、それぞれの制御手段により、個別に計算
された電流が、確実に、電解槽２１のそれぞれの１つを通して流れるようにする。この場
合、電流は、この電解槽の境界を形成する陽極５．ｘおよび６．ｘならびにプリント回路
基板３によって形成される金属めっき電流の形態で流れる。
【００５４】
　所定の電流密度で、全ての電解槽２１において必要とされる処理電流は、その瞬間に電
解槽にあるプリント回路基板３の処理すべき表面領域の面積に依存する。最初、第１のプ
リント回路基板３がコンベヤ式システムの電解槽２１に搬入されているとき、この表面領
域の面積は、不変ではない。なぜなら、表面領域の面積はまた、プリント回路基板３の動
きにも依存するからである。プリント回路基板３が進むにつれ、その瞬間設備にあるプリ
ント回路基板３の表面領域の面積は、ゼロから全ての電解槽を完全に占めるまで増加する
。処理電流は、表面領域の面積の増加に従い、増加しなければならない。表面領域という
用語は、常に、電解処理されるべき表面領域と解釈すべきである。プリント回路基板３の
パターン形成中、この領域は、幾何学的表面領域からはかなり外れるかもしれない。なぜ
なら、回路トレース、はんだ付けおよび／または接合パッドのみが処理され、ソルダレジ
ストで被覆された領域のような電気的に絶縁された表面領域は、処理されないからである
。搬送スピードが一定のとき、対向電極が搬送方向に対してセグメント化されていなくて
も、されていても、電解槽における単位時間当たりの、表面領域の面積の増加は一定であ
る。簡単な幾何学的考察から推測できるように、対向電極が、搬送方向にセグメント化さ
れていなくて、搬送方向に対して傾斜しているときには、単位時間当たりの、表面領域の
面積の増加は一定ではない。
【００５５】
　電解槽２１を通してプリント回路基板３を追跡するために、搬送ロールまたはホイール
７用の駆動モータ８およびクランプ１１用の駆動モータ１２は、ドライブセンサ２２たと
えばインクリメンタル変位エンコーダに連結する。さらに、少なくとも１つの位置センサ
９が、プリント回路基板３の端部および他のプリント回路基板３から離れている距離によ
り、プリント回路基板３の位置を探知する。制御ユニット１９において、位置センサ９お
よびドライブセンサ２２の信号は、論理的に処理される。この処理は、コンベヤ式システ
ムがプリント回路基板３に満たされている程度について、瞬時に正確な画像をいつでも利
用できるような具合に行われる。プリント回路基板３の実際の搬送スピードを計算するた
めの他の選択肢は、基板の長さ（製造物データ）およびプリント回路基板３の先端部が通
過する時から後端部が通過する時までセンサ９が測定する信号の時間差を考慮することで
ある。即座に表面領域の面積を計算することにより、全ての電解槽２１の制御ユニット１
９は、電解槽整流器１５．ｘおよび１６．ｘに対する電流の設定値を即座に生成する。こ
れらの設定値を計算するために、必要な電流密度に加えて、プリント回路基板３の寸法ま
たはめっきに関連する基板の表面領域の面積、特に、搬送方向を横断する幅を考慮する。
【００５６】
　実際には、プリント回路基板３は、通常、陽極５．ｘおよび６．ｘよりも狭い。この場
合、陽極５．ｘおよび６．ｘは、プリント回路基板の横の境を越えて突き出ている。プリ
ント回路基板３の、この側面領域では、電束の集中（点効果）の結果としての、高すぎる
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電流密度による焼けを避けなければならない。しかしながら、この目的のために、周知で
、技術的に複雑であり、調節可能な遮蔽シールドは、使用しない。本発明に従い、プリン
ト回路基板３が搬送される搬送面と、陽極５．ｘおよび６．ｘ間の小さな距離（陽極－陰
極間隔）が、電解槽２１に設けられている。最大で５０ｍｍのこの小さな間隔により、搬
送方向に平行なプリント回路基板３の側面だけでなく、プリント回路基板３の全ての端部
、特に、プリント回路基板３の先端部および後端部でも、高すぎる電束の集中を避けるこ
とが可能である。その結果、先端部および後端部で前述の焼けを発生させずに、コラムの
プリント回路基板３間のギャップを、任意のサイズとすることができる。
【００５７】
　全表面に供給される効率的な電流密度を達成するために、電流は、常時計算し、調節可
能でなければならない。なぜなら、陽極５．ｘおよび６．ｘの下に位置する電解処理され
るべき表面は、基板３の搬送のために、サイズが常時変化するからである。この目的の解
決には、前述のように、コンベヤ式システム内のプリント回路基板３を、常に、論理的に
追跡し、陽極５．ｘおよび６．ｘで現在処理すべき表面領域の面積を、常に計算する。電
流供給ユニット１５．ｘおよび１６．ｘの制御ユニット１９は計算し、その結果、各陽極
５．ｘおよび６．ｘの個別電解槽整流器１５．ｘおよび１６．ｘにおける電流の実際の設
定値を常時変更する。金属めっき電流の設定値のこのような不断の計算を、金属めっき電
流の調節および小さな陽極－陰極間隔と結合することによってのみ、前述の欠点を生じさ
せずに、基板３のコラムにおける任意のギャップサイズで、プリント回路基板３を処理す
ることができる。
【００５８】
　約１２Ａ／ｄｍ２の陰極電流密度では、陽極－陰極間隔は、２～１５ｍｍに設定すべき
である。陰極電流密度がもっと小さく、約５Ａ／ｄｍ２が選択される場合には、陽極－陰
極間隔はもっと大きく、たとえば、２０～５０ｍｍを選択してもよい。これらの場合には
、たとえば、国際公開第９８４９３７５Ａ２号パンフレットに記載された、陽極－陰極間
隔がより大きい場合に使用される遮蔽シールドなしで済ませてもよい。
【００５９】
　プリント回路基板３が電解槽２１に入るにつれて、処理電流は、前述のように、連続的
に増加し、その結果、ほぼ一定の陰極電流密度が、いつもプリント回路基板３の表面で作
用している。電流のこの増加は、また、ポジティブな電流ランプと呼ばれる。プリント回
路基板コラムの最後のプリント回路基板３が、コンベヤ式システムを出るとき、したがっ
て、必要な処理電流密度に応じるために、関連するすべての電解槽２１において、電流の
減少が必要とされる。これらのネガティブな電流ランプも、制御ユニット１９で計算され
、これに応じて、電流を設定するための電気信号の形態で、電解槽整流器１５．ｘおよび
１６．ｘに送られる。
【００６０】
　コンベヤ式システムでは、陽極は、たとえば、プリント回路基板を電解金属めっきする
ための搬送水平面の上側および下側の両方に設けてもよい。任意に選択した時間に、２つ
のプリント回路基板すなわち第１の基板Ａおよび第２の基板Ｂが、設備内部に存在するこ
とが可能である。第１の基板Ａは、まだその表面領域の２０％が、陽極の１つが形成する
電解槽の中にあり、基板Ａの表面領域のこの部分とともに、すでに基板Ｂの表面領域の６
０％の部分が当該電解槽に入っている。基板Ａは今にも電解槽から出ようとしており、一
方、基板Ｂは電解槽に入ろうとしている。
【００６１】
　陽極から発する電流の計算は、１０．５ｄｍ２（３０ｃｍ×３５ｃｍ）の基板Ａの電解
有効（効果）全領域に基づき、また基板（先端部の長さは３０ｃｍである）は、長手方向
に設備を通して案内される。基板Ｂの電解有効領域部分は、６ｄｍ２（２０ｃｍ×３０ｃ
ｍ）に達し、この基板（先端部の長さは２０ｃｍである）もまた設備を通して長手方向に
案内される。１０Ａ／ｄｍ２の電流密度の設定値で、陽極から発する電流は、
Ｉ＝（１０Ａ／ｄｍ２×２０％×１０．５ｄｍ２）＋（１０Ａ／ｄｍ２×６０％×６ｄｍ
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２）＝５７Ａ
に達する。
【００６２】
　各陽極に対し、電流は、たとえば、１秒の短い間隔で繰り返し計算される。２つのプリ
ント回路基板ＡおよびＢに対して２ｍ／分の搬送スピードでは、結果としてこれらの基板
は、この時間間隔内に約３．３ｃｍ進む。３．３ｃｍ進んだので、基板Ａの約１０．５％
がまだ電解槽内にある。これは、この基板の約（３．３ｃｍ／３５ｃｍ＝）９．５％が槽
を出たからである。ここで、基板Ｂの約７１．１％が槽内にある。なぜなら、この基板の
約（３．３ｃｍ／３０ｃｍ＝）１１．１％が、その間に槽に入ったからである。その結果
、陽極の実際の電流は、
Ｉ＝（１０Ａ／ｄｍ２×１０．５％×１０．５ｄｍ２）＋（１０Ａ／ｄｍ２×７１．１％
×６ｄｍ２）＝５３．７Ａ
である。
【００６３】
　この結果、この陽極の電流は、１秒内に５７Ａから５３．７Ａに減少させなければなら
ない。
【００６４】
　これら全てのプリント回路基板３に対して、電流密度の同じ設定値を用いた、プリント
回路基板コラムの電解処理を、上記に記載したが、これらのプリント回路基板は、コラム
の前後のダミーも、遮蔽シールドも使用せずに、任意の距離で離間されている。さらに、
本発明は、コンベヤ式システムにおいて従来技術ではこれまで実現されていないが、実際
には出会うさらなる要求も満たしている。これらには、様々な電流密度を用いて、１つの
コンベヤ式システムでプリント回路基板３の２つまたはいくつかのコラムを同時に電解処
理することが含まれる。この場合、プリント回路基板３の第１のコラムから第２のへと移
るときに、ダミーを挿入する必要はない。
【００６５】
　最後に、製造物の変更の場合、プリント回路基板の搬送スピードを変えてもよい。この
場合、これまでのように、コンベヤ式システムを事前に装荷なしに運転する必要がなく、
またこれらの場合、プリント回路基板列のどちら側にもダミーを追加する必要がない。こ
れら全ての場合において、必要な被膜厚が、全てのプリント回路基板に対して達成される
。これは、以下に、新たな図面を参照しながら、より詳細に説明する。
【００６６】
　図２は、水平コンベヤ式システムの略断面図である。ここでは、プリント回路基板３は
、図面の平面へ直角に搬送されている。陽極５および６（搬送方向を横断）が、クランプ
１１によってつかまれ、電気的に接触されているプリント回路基板３よりも幅が広いこと
が、図面から見て取れる。縮小した陽極－陰極間隔のおかげで、遮蔽シールドは必要では
ない。プリント回路基板３のそれぞれ１つおよび２つのプリント回路基板３間のギャップ
１０の実際の位置を探知する位置センサ９は、プリント回路基板３の搬送経路の境界領域
に位置するのが好ましい。同時に、センサ９は、プリント回路基板３が、クランプ１１に
つかまれるように正しい向きを向いていることを確認する。
【００６７】
　図２は、搬送ベルト２３、コグベルトまたはチェーンで無限回転するクランプ１１の２
つの列を示す。いずれの単一クランプ１１にも、スライド式コンタクト１３が設けられ、
このコンタクトは、クランプ１１の右列にあるスライド式レール１４に隣接する。図面の
平面を把握するクランプ１１の右列は、プリント回路基板３とともに移動する。その結果
、プリント回路基板３は、スライド式レール１４、スライド式コンタクト１３およびクラ
ンプ１１を介して、電流を供給される。左側に示してあるクランプ１１は、プリント回路
基板３を保持せず、図面の平面から移動する。クランプ１１は、プリント回路基板３に電
流を供給するだけでなく、プリント回路基板３を搬送する役割を果たす。完全を期して、
図面では下に並置されている外部搬送ホイールシャフト７も、図２に示してある。実際に
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は、プリント回路基板３を支え、搬送するホイールは、プリント回路基板３が搬送される
搬送面の直下に位置している。
【００６８】
　図３は、水平コンベヤ式システムの平面図である。簡略化のために、設備は、単に４つ
の上部対向電極５．ｘ（５．１、５．２、５．３、５．４）および関連する電解槽整流器
１５．ｘ（１５．１、１５．２、１５．３、１５．４）で表してある。実際には、このよ
うなシステムには、最高２０の上部対向電極１５．ｘおよび最高２０の下部対向電極１６
．ｘすなわち２０組の陽極が含まれる。図３に示すシステムには、異なる３種類のプリン
ト回路基板３．ｘ（３．１、３．２、３．３）すなわち異なるプリント回路基板３．ｘの
コラムがある。他のプリント回路基板３．４は、設備の直前にある。プリント回路基板３
．ｘは、搬送方向（矢印で示す）に設備を通して搬送される。
【００６９】
　コンベヤ式システム内で異なる距離で離間された、様々な基板フォーマットのプリント
回路基板３．ｘがあること、すなわちプリント回路基板３．ｘ間のギャップ１０が様々で
あることが、図面から見て取れる。陽極５．ｘのそれぞれの１つと重なっている、それぞ
れの電解有効表面領域の面積Ａｘ（Ａ１、Ａ２、Ａ３、Ａ４、Ａ５、Ａ６、Ａ７）を、斜
線で示してある。これらの表面領域の面積は、現在陽極５．ｘの下にある表面領域の面積
Ａｘである。これらの投影部は、瞬間的に見たものである。これらは前方への送り込みと
相関関係にあり、絶えず変化している。表面領域の面積は、たとえば、２．５～６０ｍｍ
の前方への送り込みの後、または５００ｍｓｅｃ～２０ｓｅｃの時間間隔で、絶えず再計
算する。
【００７０】
　陽極の領域内に現在ある表面領域の面積Ａｘの合計に電流密度の設定値を乗じて、電解
槽整流器１５．ｘが今設定しなければならない槽電流を示す。実際には、約１０ｍｍの前
方への送り込みの後、槽電流を更新すると、非常によい値になると分かっている。したが
って、２ｍ／分の搬送スピードでは、１秒に約３回、全ての整流器電流を更新すべきであ
る。これは、利用できる制御システムを用い、低いコストで実現できる。電流は、少しず
つ変化する。事前の計算により、電流を連続的に変化させることも可能である。この場合
、電解槽整流器１５．ｘは、基準電流値信号で連続的に始動させる。通常、この信号は、
アナログ値である。
【００７１】
　図３では、現在、領域Ａ１のみが、陽極５．４の下に位置している。領域Ａ２およびＡ
３は、陽極５．３に直接対向して位置している。領域Ａ４およびＡ５は、陽極５．２に直
接対向して位置し、領域Ａ６およびＡ７は、陽極５．１の下に位置している。プリント回
路基板３．１および３．２は、搬送方向に、対向電極１つ分の長さ離れている。このこと
により、どのような不利益もなく、プリント回路基板３．１および３．２に対して、様々
な電流密度が設定可能となる。プリント回路基板３．２および３．３は、陽極長よりも短
いギャップだけ離して搬送する。狭いギャップのため、これらのプリント回路基板３．２
および３．３の電流密度は、異にすることができない。なぜなら、これらのプリント回路
基板３．２および３．３は、瞬間的に、同じ陽極５．１の上または下に位置するからであ
る。位置センサ９は、ギャップのサイズを探知する。制御ユニット１９で表面領域の領域
を即座に計算するとき、ギャップを考慮する。
【００７２】
　様々なプリント回路基板製造物を、異なる時間の間、同じ電流密度で処理する場合には
、プリント回路基板３．ｘの搬送スピードを変化させる。実際には、これを実行するのは
、異なる方法で処理すべきプリント回路基板の２つのコラム間の搬送境界線が、コンベヤ
式システムのほぼ中央にあるときである。たとえば、スピードを増加して、先行するプリ
ント回路基板３．２（搬送境界線の前を進むもの）の処理時間を、過度に短くする。これ
を補うために、プリント回路基板３．２が位置しているシステムの領域で、電流密度を一
時的に特別に増加する。やがて後続のプリント回路基板３．３だけがコンベヤ式システム
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に残る。スピードを減少する場合には、これに応じて、対応する陽極５．４の電流密度を
、自動で一時的に減少する。これにより、これまでのように、もはや装荷なしにコンベヤ
式システムを運転する必要がなくなる。
【００７３】
　実際には、コンベヤ式システムに装荷してあるとき、製造物の変更は予測可能である。
したがって、プリント回路基板の２つのコラム間の、少なくとも１対向電極長のギャップ
１０は、プリント回路基板製造物を様々な電流密度で処理すべき場合、制御し、うまく処
理することができる。さらに、このコンベヤ式システムは、もはや装荷なしに運転する必
要がない。
【００７４】
　しかしながら、プリント回路基板３．ｘ間の予想外のギャップ１０が実際には生じるが
、これは予測できない。たとえばプリント回路基板３．ｘは、テストの目的で、または障
害により発生する閉塞が設備にある時、コラムから取り外してもよく、その結果、基板３
．ｘを互いに移動する。本発明を実施するとき、ギャップ１０の前または後に位置するプ
リント回路基板３．ｘは、もはやスクラップではない。
【００７５】
　一連のプリント回路基板３．ｘが、設備の装荷ステーションに入った後で変更されなけ
れば、全ての電解槽の、対応する（オーバーラップしている）陽極およびプリント回路基
板（陰極）表面領域の面積は、いつでも把握されている。これらのデータは計算され、い
つでも主制御ユニットに記憶されて、電流および電流ランプの、実際の電解槽整流器設定
値を計算する。瞬間的に必要とされる処理電流が、全ての電解槽整流器１５．ｘに、測定
および制御技術において周知の、制御および調節手段によって設定される。これらの電流
を、プリント回路基板３．ｘの表面に均一に配分し、また基板の端部を優先的に処理しな
いようにするために、本明細書の上記に説明したように、電解槽において、陽極－陰極間
隔を十分小さく選択する。
【００７６】
　陽極は、搬送方向の横断方向に対し、非セグメント化構成でもセグメント化構成（本明
細書には図示せず）でもよい。セグメント化陽極の場合には、各陽極セグメントは、個別
電解槽整流器に割り振られる。プリント回路基板３．ｘの瞬間的に対応する表面領域の面
積も、各陽極セグメント用に、個別に計算する。そこから順番に、電解槽整流器の電流値
の設定値を形成する。コンベヤ式システムの電解槽整流器の数が増すにつれて、プロフィ
バスまたはイーサネット（登録商標）などのシリアルバスシステムを介した、主制御ユニ
ット１９への制御リンクを、電解槽整流器１５．ｘに提供することが適切である。
【００７７】
　厚さが０．５～５μｍ範囲の非常に薄い銅の被膜を備えたプリント回路基板３．ｘを、
電解金属めっきする場合には、また、たとえば焼けを避けるために、本発明を用いて初期
電流密度を制限してもよい。制御ユニット１９に記憶したデータ、および補正係数により
、初期電流密度を減少値に設定できる。金属めっきが進むにつれ、電流密度を、導電層厚
の増加に従い、１もしくは数ステップで、または連続的に通常の電流密度に動的に調節し
て、プリント回路基板表面上における層の速く高品質な成長が可能となるようにしてもよ
い。
【００７８】
　位置センサ９は、めっき槽１の内部または外部に設置することができる。センサ９をめ
っき槽１の内部に設置する場合には、センサ９は、使用する電解液に対して抵抗力がなけ
ればならない。センサ９を、クランプがプリント回路基板３．ｘをつかむ場所に接近して
配置する場合には、センサ９はまた、プリント回路基板３．ｘがコンベヤ式システムに入
ってから、クランプ１１に至るまでの間に発生し得る搬送エラーを検知する。また、図２
に示すような、ドライブセンサ２２を備えた普通のモータ８および１２を、図１および３
に示す駆動モータ８および１２の代わりにしてもよい。この場合には、ロール駆動モータ
８およびクランプ駆動モータ１２を同期させるための制御手段は、適用できない。
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【００７９】
　本発明は、電気プリント回路基板の電解処理に適しているだけでなく、電解により、金
属めっき、エッチングまたは任意の他の方法で片側表面のみを処理すべき製造物の処理に
適している。さらにまた、製造物が垂直方向を向いて、水平搬送方向に搬送され、処理さ
れる垂直コンベヤ式システムにも制限なく適している。
【００８０】
　本明細書に記載の実施例および実施形態は、単に例示を目的としたものであること、こ
れらに照らした様々な修正および変更ならびに本出願に記載の特徴の組み合わせが当業者
に連想されるであろうが、これらは記載した発明の趣旨および範囲ならびに添付の特許請
求の範囲に含まれることを理解されるであろう。本明細書に引用した全ての出版物、特許
および特許出願は、参照により本明細書に援用する。
【図面の簡単な説明】
【００８１】
【図１】水平コンベヤ式金属めっきシステムの略側面断面図である。
【図２】図１に示すシステムの略正面断面図である。
【図３】図１に示すシステムの略平面図である。
【符号の説明】
【００８２】
　１　めっき層
　２　電解液
　３、３．１、３．２、３．３、３．４、３．ｘ　たとえばプリント回路基板などの製造
物、被処理物
　４　電解液のレベル
　５、５．１、５．２、５．３、５．４、５．ｘ　上部陽極、対向電極
　６、６．１、６．２、６．３、６．４、６．ｘ　下部陽極、対向電極
　７　搬送ロール、搬送ホイールシャフト
　８　ロール駆動モータ
　９　位置センサ
　１０　プリント回路基板間のギャップ
　１１　クランプ
　１２　クランプ駆動モータ
　１３　スライド式コンタクト
　１４　スライド式レール
　１５、１５．１、１５．２、１５．３、１５．４、１５．ｘ　上部電解槽整流器、電流
源
　１６、１６．１、１６．２、１６．３、１６．４、１６．ｘ　下部電解槽整流器、電流
源
　１７　イオン透過性絶縁体
　１８　絶縁細片
　１９　主制御ユニット
　２０　制御線
　２１　電解槽
　２２　ドライブセンサ
　２３　搬送ベルト、チェーン
　Ａ１、Ａ２、Ａ３、Ａ４、Ａ５、Ａ６、Ａ７、ＡＸ　電解有効表面領域の面積
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